
1.　重要な会計方針

(1) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　最終仕入原価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　　法人税法に基づく定額法により減価償却を行い、直接法で処理している。

(3) 引当金の計上基準

　　退職給付引当金については、要支給額の全額を引き当てている。

(4) 消費税等の会計処理

　　税込処理によっている。

2.　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　土地 96,572,000 0 0 96,572,000

　定期預金 32,000,000 0 0 32,000,000

小　計 128,572,000 0 0 128,572,000

特定資産

　建物 123,599,958 0 6,484,785 117,115,173

　構築物 2,264,136 361,350 514,138 2,111,348

　什器備品 2,603,507 0 792,409 1,811,098

　減価償却引当資産 103,582,855 7,791,332 0 111,374,187

　50周年事業引当資産 26,582,098 0 26,582,098 0

　退職給付引当資産 2,382,622 124,148 0 2,506,770

小　計 261,015,176 8,276,830 34,373,430 234,918,576

合　計 389,587,176 8,276,830 34,373,430 363,490,576

3.　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産か

らの充当額）
（うち一般正味財産か

らの充当額）
（うち負債に対応する

額）

基本財産

　土地 96,572,000 (0) (96,572,000) (0)

　定期預金 32,000,000 (0) (32,000,000) (0)

小　計 128,572,000 (0) (128,572,000) (0)

特定資産

　建物 117,115,173 (0) (117,115,173) (0)

　構築物 2,111,348 (0) (2,111,348) (0)

　什器備品 1,811,098 (0) (1,811,098) (0)

　減価償却引当資産 111,374,187 (0) (111,374,187) (0)

　退職給付引当資産 2,506,770 (0) (0) (2,506,770)

小　計 234,918,576 (0) (232,411,806) (2,506,770)

合　計 363,490,576 (0) (360,983,806) (2,506,770)

4.　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

　建物 292,044,491 174,929,318 117,115,173

　構築物 35,666,053 33,554,705 2,111,348

　什器備品 19,733,161 17,922,063 1,811,098

合　計 347,443,705 226,406,086 121,037,619

 財務諸表に対する注記
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